
 

 

８ 保健医療サービスの推進３（感染症・結核） 
 感染症の発生を未然に防止するため，各種予防接種を実施するとともに，感染症発生動向

の情報を収集・還元する。 

 また，感染症患者が発生した場合には，「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律」に基づき，消毒等のまん延防止対策及び患者の医療の確保等について必要な対応

を実施する。 

 さらに，エイズ・性感染症・ウイルス性肝炎等の検査・相談の実施及び予防啓発事業を推

進する。 

 結核については，患者が適切な医療を受け，治癒し，速やかに社会生活に復帰することを

支援するとともに，患者家族等の接触者への感染を防止するため患者管理を行う。 

 

（１）予防接種の実施 

【事業の目的・内容】 

市民を感染症から守るため，予防接種法に基づき，各種予防接種を実施する。また，法

律に定められていないものについても，市が自ら必要とするものについては行政措置とし

て予防接種を実施する。 

根  拠  法  令  等 主管課・係 

予防接種法 

宇都宮市の区域外で受診した予防接種費の助成に関する支給要領 

宇都宮市幼児インフルエンザ予防接種費の助成に関する支給要領 

宇都宮市風しん抗体陰性者予防接種費補助金交付要綱 

原発避難者特例法 

宇都宮市東日本大震災の発生に伴う被災者に対する定期予防接種実施要領

保健予防課 

感染症予防グループ

 

《実 績》 

① 本市における予防接種助成制度の沿革 

年 度 沿 革 

平成6年 インフルエンザ予防接種を中止（児童の流行抑止が顕著でない等の理由） 

おたふくかぜ単独予防接種を開始 

おたふくかぜ予防接種を委託方式により一部助成制度を導入し生後3～48か月の

者に接種料金 5,000円のうち 2,000円を助成 

麻しん予防接種の助成対象を生後12～36か月未満から生後12～72か月に対象枠

を拡大し，接種料金 5,000円のうち 4,000円を助成 

予防接種法の改正（10月）により，①健康被害救済制度の充実，②対象疾病の見 

直し，③集団義務接種から個別勧奨接種への移行，④予診の強化，⑤インフルエ

ンザを対象疾病から削除し，破傷風を新たに加える，⑥接種対象年齢枠の拡大が

施行され，本市でも平成7年度から実施方法等を変更 

平成7年 三種混合予防接種を完全個別化（生後3か月～90か月）とし全額助成 

風しん予防接種の個別化（生後12か月～90か月）接種料金 5,500円のうち

4,500 円を助成 

麻しん予防接種助成対象を生後12～90か月未満とし接種料金 5,500円のうち，

4,500円を助成 

おたふくかぜ予防接種の接種料金 5,500円のうち， 2,500円を助成 
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平成8年 予診（接種のための診察過程において，体調不調等により接種不可と判断され

た場合）料金の新設 

ポリオ追加接種（S.50～52生対象）の実施 

二種混合予防接種（生後3か月～90か月）を新たに個別接種として導入し接種料

金 5,300円のうち，4,300円を助成 

麻疹予防接種助成対象を生後12～90か月未満とし接種料金 7,100円のうち， 

5,600円を助成 

三種混合予防接種の接種料金 6,300円のうち，5,300円を助成 

おたふくかぜ予防接種の接種料金 6,500円のうち，2,500円を助成 

予診の結果，体調不調等により接種できない者の予診制度を導入し，個別委託

として予診料金 2,800円全額を助成 

平成9年 おたふくかぜ予防接種を中止 

定期接種における予防接種料金の自己負担を廃し，全額公費負担とする。 

平成11年 日本脳炎予防接種（3歳～7歳6か月）の個別化 

平成12年 日本脳炎予防接種（生後6か月～3歳未満）で特に希望があれば，医師の判断に

より接種可能とする。 

公衆衛生審議会答申（平成11年7月）に基づき，高齢者向けインフルエンザ予防

対策の一環として，65歳以上のインフルエンザ予防接種の平成13年度実施に向け

，実施計画を作成 

平成13年 65歳以上及び60～64歳の心臓・腎臓・呼吸器の機能又はＨＩＶによる免疫の機 

に障害を有する者のインフルエンザ予防接種の接種料金の一部又は全額を助成

（自己負担1,000円又は免除） 

上記対象者のうち、市民税非課税世帯及び生活保護被保護者に対しては，全額

を公費負担とする。 

予防接種法改正時の経過措置により中学２年時男女に実施してきた風しん予防

接種について，経過措置終了後も行政措置として集団接種を継続実施 

平成14年 昭和54年4月2日～昭和62年10月１日生まれの風しん予防接種未接種者に対し，

個別接種開始（平成15年9月30日まで） 

市外区域で実施した予防接種に対する費用の全額及び一部助成開始 

平成16年 ツベルクリン反応検査・ＢＣＧ接種（生後2か月～48月未満）集団接種の終了（

平成17年1月31日まで） 

17年度接種対象年齢外となる者への救済措置としてツベルクリン反応検査・Ｂ

ＣＧの個別接種を実施（2～3月） 

平成17年 ＢＣＧ接種（生後6か月未満）の個別化 

ＢＣＧ行政措置（生後6か月～12か月未満） 

厚生労働省からの「日本脳炎予防接種の積極的勧奨の中止」の通知を受け，乳

幼児期の個別接種及び小学4年生の集団接種中止（5月31日以降） 

中学校における日本脳炎予防接種の廃止 

幼児インフルエンザ予防接種費の一部助成開始 

平成18年 麻しん風しん混合予防接種開始。生後12か月～24か月未満を１期，5歳～7歳未

満で，小学校就学前年度の者（年長児に相当）を２期とする２回接種 

救済措置として，上記対象者以外の7歳6か月未満の者に対し，麻しん，風しん

単独接種（行政措置）の実施（平成19年3月31日まで） 

平成19年 風しん行政措置（中学2年時男女：集団）の終了 

平成20年 麻しん風しん混合予防接種の３期（中学1年生），４期（高校3年生）開始（平成

24年度までの時限措置） 

二種混合予防接種（11歳以上13歳未満）の個別化 
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平成21年 日本脳炎予防接種１期に用いるワクチンとして「乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ 

ン」追加（平成21年6月2日） 

新型インフルエンザワクチン接種助成費臨時補助の実施（平成21年11月16日～ 

国の補助が終了するまで） 

平成22年 日本脳炎予防接種２期に用いるワクチンとして「乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ 

ン」追加（平成22年8月27日） 

国の子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金事業に基づき，子宮頸 

がん予防ワクチン，ヒブワクチン，小児用肺炎球菌ワクチンの３種ワクチンにつ 

いて，接種費用の全額公費助成を開始（平成23年1月11日から平成23年度までの期

限付き事業）  

厚生労働省通知に基づき，東日本大震災の発生により本市に避難している住民 

について，住民登録地に償還払い制度がない場合に限り，定期予防接種費用の公 

費助成を開始（平成23年3月16日） 

ポリオ追加接種（Ｓ.50～52生対象）の終了（平成23年3月） 

平成23年 日本脳炎予防接種の積極的勧奨を再開。積極的勧奨の差し控えにより接種機会 

を逸した者（平成7年6月1日から平成19年4月1日生まれ）について，20歳未満まで

，定期予防接種の対象とする特例措置が設けられる（平成23年5月20日） 

麻しん風しん混合予防接種第４期の特例措置として，修学旅行等で海外に行く 

高校2年生が対象となる(平成23年5月20日から平成24年3月31日まで) 

東日本大震災の発生によりやむを得ない理由で定期の予防接種の対象年齢を過 

ぎてしまった者について，定期予防接種の対象とする特例措置が設けられる（平 

成23年5月20日から平成23年8月31日まで） 

子宮頸がん予防ワクチンの供給量不足により，3月初旬から一時的に接種制限と 

なる。その後，高校2年生は6月10日，高校1年生は7月10日，中学生は7月20日から 

段階的に接種を再開 

子宮頸がん予防ワクチン「サーバリックス」に加え，「ガーダシル」を助成対象 

ワクチンとして導入（平成23年9月15日） 

原発特例法に基づき，東日本大震災の発生により本市に避難している，指定13 

市町村に住民登録のある者について，定期予防接種の公費助成を開始（平成23年 

11月15日） 

子宮頸がん予防ワクチン，ヒブワクチン，小児用肺炎球菌ワクチンの全額公費 

助成継続（平成24年度までの期限つき事業）。 

平成24年 生ポリオワクチンの集団接種を終了（平成24年6月）。不活化ポリオワクチン（初

回接種）が定期接種となり，個別接種を開始（平成24年9月1日） 

不活化ポリオ（追加接種）が定期接種となる（平成24年10月23日） 

四種混合が定期接種となり，個別接種を開始（平成24年11月1日） 

長期療養などの特別な事情で定期予防接種を受けることができなかった者につい

て，特別な事情がなくなってから２年間，定期予防接種の対象とする特例措置が設

けられる（平成25年1月30日） 

麻しん風しん混合第３期，第４期の接種を終了（平成25年3月31日） 

子宮頸がん予防ワクチン，ヒブワクチン，小児用肺炎球菌ワクチンの全額公費助

成事業を終了（平成25年3月31日） 

-68-



 

 

平成25年 予防接種法改正（平成25年4月1日施行）により，①ヒブ，小児用肺炎球，子宮頸

がんが定期接種となる。②子宮頸がんの対象が「中学１年生から高校１年生相当の

女子」から「小学６年生から高校１年生相当の女子」に変更。③ＢＣＧの対象が「

生後６か月未満」から「生後１歳未満」へ変更。④日本脳炎特例措置の対象が「平

成7年6月1日から平成19年4月1日までに生まれた人」から「平成7年4月2日から平成

19年4月1日までに生まれた人」へ変更。⑤時限措置として実施していた麻しん風し

ん混合３期及び４期終了。 

「栃木県内定期予防接種の相互乗り入れ事業」の開始（平成25年4月1日）。 

高齢者肺炎球菌予防接種補助事業の開始（平成25年4月1日）。 

妊娠希望者等への風しん予防接種補助事業の開始（平成25年6月1日）。 

ワクチンとの因果関係が否定できない症状が接種後に特異的に見られたことから

，厚生労働省勧告により子宮頸がん予防接種の積極的勧奨を差し控えた（平成25年6

月14日）。 

予防接種法実施規則の改正により，小児用肺炎球菌が既存の７価ワクチンから１

３価ワクチンへ一斉切り替え（平成25年11月1日）。 

厚生労働省通知により，定期予防接種の対象年齢の解釈が示された。これまで「

～歳未満」の予防接種ついては「誕生日の前々日まで」に接種と解釈されていたが，

「誕生日の前日まで」に解釈変更となった（平成26年3月11日）。 

平成26年 予防接種法施行規則，実施要領の改正により，ヒブ，小児用肺炎球菌，四種混合

，三種混合，ポリオ，日本脳炎，子宮頸がん（２価）の接種間隔が緩和（平成26年4

月1日）。 

ワクチン管理配送事業（ワクチン一括購入）の開始（平成26年7月1日）。 

水痘ワクチン及び高齢者肺炎球菌ワクチンが定期予防接種となり，個別接種を開

始（平成26年10月1日）。 

水痘予防接種の経過措置（生後３６か月以上６０か月未満の未接種者に対する１

回接種）の終了（平成27年3月31日） 

高齢者肺炎球菌の経過措置（１０１歳以上の方への接種）を終了（平成27年3月31

日）。 

高齢者肺炎球菌予防接種補助事業の終了（平成27年3月31日）。 
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② 市民への定期予防接種の実施状況 

ア 県内での接種（※１）  （平成27年度予算：1,320,249千円 市単独） 

予 防 接 種 の 種 類 
接種者数 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

定
期
予
防
接
種 

個
別
接
種 

・ヒブ(生後2か月～60か月未満) 

・小児用肺炎球菌(生後2か月～60か月) 

・四種混合(生後3か月～90か月未満) 

・三種混合(生後3か月～90か月未満) 

・不活化ポリオ(生後3か月～90か月未満) 

・二種混合(11歳以上13歳未満) 

・ＢＣＧ(生後5か月～12か月未満) 

・水痘(生後12か月～36か月未満) 

   (特例措置) 

・麻 し ん(生後12か月～24か月未満, 小学校入学

の前年度, 中学1年生相当, 高校3年生相当) 

・風 し ん(生後12か月～24か月未満, 小学校入学 

の前年度, 中学1年生相当, 高校3年生相当) 

・麻しん風しん混合(生後12か月～24か月未満) 

         (小学校入学の前年度) 

         (中学1年生相当) 

         (高校3年生相当) 

・日本脳炎(生後6か月～90か月未満) 

     (9歳以上13歳未満) 

     (特例対象者) 

・子宮頸がん(小学6年生～高校1年生相当の女子) 

・高齢者肺炎球菌（65，70，75，80，85，90，95，

100歳及び101歳以上。60～65歳未満の慢性高度心・

肺･腎機能不全者・HIV免疫不全者) 

・高齢者インフルエンザ(65歳以上。60～65歳未満

の慢性高度心・肺･腎機能不全者・HIV免疫不全者)

－

－

3,680人

16,186人

17,116人

4,307人

4,629人

－

－

2人

4人

4,812人

4,706人

4,333人

4,156人

14,928人

1,705人

8,471人

－

－

57,382人

20,499人 

19,720人 

14,748人 

5,116人 

9,135人 

3,853人 

4,272人 

－ 

－ 

1人 

 

0人 

 

4,772人 

4,540人 

－ 

－ 

14,036人 

1,263人 

5,803人 

1,009人 

－ 

 

 

60,471人 

19,205 人

19,017 人

18,165 人 

1,080 人 

4,841 人

3,948 人

4,678 人

7,351 人 

1,493 人

0 人

1 人 

 

4,687 人

4,601 人

－ 

－ 

14,095 人

1,266 人

5,502 人

85 人 

11,303 人 

63,731 人 

長期療養の特例措置による接種（※２） － 2人 4 人

集
団 ポ リ オ(生後3か月～7歳6か月未満) 1,557人 － －

行
政
措
置 

個
別
接
種

 ＢＣＧ（生後6か月～12か月未満） 53人 － －

※１ 平成２５年４月１日から「栃木県内定期予防接種の相互乗り入れ事業」が開始されたこと

により，平成２５年度以降の数値は県内（市外）で接種件数を含む。 

※２ 平成２５年１月３０日から法令改正により「長期療養の特例措置」（特別な事情により，対

象年齢の間に接種できなかった場合，接種できるようになってから２年間，公費負担の対象

とするもの）が開始された。 

 

イ 市外区域（主に県外）での接種に対する費用助成者数 

（平成14年度開始 平成27年度予算：5,745千円 市単独） 

平成26年度費用助成者数  延べ 227人 
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 ③ 原発避難者特例法に基づく避難住民への定期予防接種の実施状況 

    平成26年度費用助成者数  延べ 114人 

 

④ 市民への周知方法（平成２６年度） 

ア 健康づくりのしおり〔毎年４月発行〕 

イ 市広報紙・市ホームページ 

ウ 宇都宮市ママ・パパ赤ちゃんのためのしおり〔子ども家庭課において母子健康手帳交付

時に配布〕 

エ にこにこ子育て〔子ども未来課において毎年４月発行〕 

オ 関係医療機関へのポスター配布〔高齢者肺炎球菌〕 

 

⑤ 定期予防接種の積極的勧奨（平成２６年度） 

接種勧奨の種類 接種勧奨の時期 接種勧奨方法（個別通知） 

予防接種全般 
生後２か月の新生児 

７歳未満の転入者 

封書（予防接種受診者証，子ど

もの予防接種のごあんない） 

麻しん風しん混合１期 
１歳の誕生日の１か月後 ハガキ 

２歳の誕生日の２か月前 ハガキ 

麻しん風しん混合２期 
年長となる年度の４月 ハガキ 

年長となる年度の１０月 就学時健康診断時にチラシ配布

二種混合 
１１歳の誕生日の１か月後

封書（予防接種受診者証，説明

書，予診票） 

１３歳の誕生日の２か月前 ハガキ 

日本脳炎 

３歳 ハガキ 

４歳 ハガキ 

８歳 ハガキ 

９歳 ハガキ 

１８歳 
封書（予防接種受診者証，説明

書，予診票，同意書） 

子宮頸がん（※） 中学１年となる年度の５月
封書（予防接種受診者証，説明

書，予診票，同意書） 

※ 厚生労働省勧告（平成25年6月14日）により，積極的勧奨を差し控えている。 

 

⑥ 定期予防接種の実施期間（平成２６年度） 

ア 個別接種 

（ア） 通年実施……ヒブ，小児用肺炎球菌，四種混合，三種混合，ポリオ，二種混合， 

ＢＣＧ，水痘，麻しん風しん混合，麻しん，風しん，日本脳炎，子宮頸がん，高齢者

肺炎球菌 

・実施医療機関数……市内約２８０ 

（イ）１０月から３月まで実施……高齢者インフルエンザ 

・実施医療機関数……市内約３１０ 

※ その他，市外（県内）における県内相互乗り入れ事業への協力医療機関 
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⑦ 予防接種関連の委託業務（平成２６年度） 

保健情報システム予防接種データ入力業務 

 

 ⑧ 幼児インフルエンザ予防接種費の一部助成 

（平成17年度開始 平成27年度予算：6,381千円,市単独） 

接種料金の一部を助成することにより，予防接種を受けやすい環境づくりに努めるとと

もに子育て支援の一助とする。（対象 1歳以上2歳未満） 

    平成26年度接種者数       延べ 6,342人 

 

 ⑨ 高齢者肺炎球菌予防接種費の一部補助 

（平成25年度開始 平成26年度で終了，市単独） 

    接種料金の一部を助成することにより，市民の肺炎の罹患による重症化や，死亡リスク

の低減を図り，高齢者支援の一助とする。（対象 70歳以上及び65歳以上のハイリスク者） 

    平成26年度接種者数          4,854人 

 

 ⑩ 妊娠希望者等への風しん予防接種費の一部補助 

（平成25年度開始 平成27年度予算：420千円，市単独） 

    接種費用の一部を助成することにより，予防接種を受けやすい環境づくりに努め，妊婦

等への感染を抑制し，先天性風しん症候群の発生防止の一助とする。（対象：抗体価の低い 

妊娠を希望する女性とそのパートナー等） 

    平成26年度接種者数            138人 

 

 

（２）感染症発生動向調査事業（平成11年度開始 平成27年度予算：3,686千円 国1/2,市1/2） 

【事業の目的・内容】 

感染症の発生及びまん延を防止するため，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律等に基づき，一～五類感染症を週単位（一部月単位）で情報収集，分析，提

供及び公開し，感染症の予防及びまん延の防止を図る。 

一類から四類については全数届出。五類感染症については，全数把握対象と定点把握対

象に分けられている。 

市内の定点医療機関数は，インフルエンザ１８，小児科１１，眼科３，性感染症４，基

幹病院２，疑似症３０である。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12～14条 

感染症発生動向調査事業実施要綱 

宇都宮市感染症発生動向調査事業実施要綱 

保健予防課 

感染症予防グループ 
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《実 績》※ 感染症の発生状況は暦年で集計 

① 感染症法第１２条及び１４条に基づく届出（医師の届出） 

ア 一類感染症発生状況（危険が最も高い感染症） 

 ｴﾎﾞﾗ出血
熱 

ｸﾘﾐﾔ･ｺﾝｺﾞ
出血熱

痘そう
南米 

出血熱 ペスト ﾏｰﾙﾌﾞﾙｸﾞ病 ﾗｯｻ熱 

平成２２年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２３年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２４年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２５年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２６年 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

イ 二類感染症発生状況（危険が高い感染症）※結核を除く。 

 急性灰白髄炎 ｼﾞﾌﾃﾘｱ ＳＡＲＳ＊ 鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ 
(H5N1＊＊)（H7N9＊＊＊） 

ＭＥＲＳ＊＊＊

平成２２年 ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２３年 ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２４年 ０ ０ ０ ０ ０ 

平成２５年 ０ ０ ０ ０ ０ 
０平成２６年 ０ ０ ０ ０ ０ 

＊平成１９年４月１日より１類感染症から２類感染症へ変更 

＊＊平成２０年５月１２日より追加 

＊＊＊平成２７年１月２１日より追加 

 

ウ 三類感染症発生状況 

 コレラ 
細菌性 
赤痢 

腸チフス ﾊﾟﾗﾁﾌｽ 
腸管出血性

大腸菌感染症

平成２２年 ０ １ ０ ０ １０ 

平成２３年 ０ ０ ０ ０ １７ 

平成２４年 ０ ０ ０ ０  ４ 

平成２５年 ０ ０ １ ０  ２ 
平成２６年 ０ ２ ０ ０ １２ 

 

エ 四類感染症発生状況（全４３疾患） 

 

 

 

 

 

 Ａ型肝炎 ｴｷﾉｺｯｸｽ症 デング熱 ﾚｼﾞｵﾈﾗ症 オウム病 つつが虫病

平成２２年 ０ ０ １ ９ ０ １ 

平成２３年 ０ ０ ０ ５ ０ ０ 

平成２４年 ０ ０ １ ４ ０ ０ 

平成２５年 ０ ０ ０ ８ １ １ 

平成２６年 ０ ０ ０ ４ ０ ０ 
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オ 五類感染症発生状況 

(ｱ) 全数把握対象感染症発生状況（全１６疾患） 

 
アメーバ
赤 痢

ｳｲﾙｽ性
肝 炎

急性
脳炎

劇症型溶血
性レンサ球
菌感染症

後天性
免疫不全
症候群

破
傷
風

梅
毒

ﾊﾞﾝｺﾏｲｼﾝ 
耐 性
腸球菌
感染症

風し
ん 
 

麻
し
ん

ｼﾞｱﾙｼﾞｱ症
侵襲性肺
炎球菌感

染症 

Ｈ２２ １ ３ ４ ０ ３ １ ０ １ ０ ０ ０  

Ｈ２３ ２ ０ ８ １ ４ ０ ２ １ ０ １ １  

Ｈ２４ １ ３ ４ ０ ６ ０ ７ ０ ０ １ ０  

Ｈ２５ ３ ０ ９ ０ ２ １ ２ ０ 13 １ ０ １ 

Ｈ２６ ２ ２ ８ １ １ ０ ４ ０ ０ ０ ０ ４ 

 

 (ｲ) 定点把握対象感染症発生状況（月報分） 

 性 器 

ｸﾗﾐｼﾞｱ 

性 器 

ﾍﾙﾍﾟｽｳｲﾙｽ

尖 圭 

ｺﾝｼﾞﾛｰﾏ 

淋 菌 

感染症 

平成２２年 
男 214 76  92 184 

女  42 24  31   1 

平成２３年 
男 145 69 100 164 

女  38 14  20   8 

平成２４年 
男 143 45 120 124 

女  34 10  11   7 

平成２５年 
男 154 31 90  97 

女  21 18 23   8 

平成２６年 
男 135 26 69 114 

女 50 16 33  10 

 

 メチシリン 

耐性黄色 

ブドウ球菌 

感染症 

ペニシリン 

耐 性 

肺炎球菌 

感染症 

薬剤耐性 

緑膿菌 

感染症 

薬剤耐性 

アシネト 

バクター 

感染症 

平成２２年 242 0 1 － 

平成２３年 136 0 0 0 

平成２４年 119 0 2 2 

平成２５年 108 0 0 0 

平成２６年  60 0 0 0 

 

(ｳ) 定点把握対象感染症発生状況（週報分） 

別添エクセルファイルのとおり（※ファイル名：週報疾病報告数H26） 
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定点把握対象感染症（週報） 
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② 感染症法第１３条に基づく届出（獣医師による届出） 

 感染症，動物及び件数 

平成２２年 届出なし 

平成２３年 鳥インフルエンザ（H5N1）の鳥類 2件 

平成２４年 届出なし 

平成２５年 届出なし 

平成２６年 届出なし 

 

 

（３）感染症の発生・まん延防止対策の実施 

（平成11年度開始 平成27年度予算：2,660千円 国1/2,市1/2） 

【事業の目的・内容】 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき，健康診断の勧告，

汚染箇所の消毒，二次感染の防止等を図り，感染症の発生及びまん延を防止する。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第17

～20条，27条 

宇都宮市保健所条例 

社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について 

(平成17年2月22日付け健発第0222002号厚生労働省健康局長通知)

新型インフルエンザ等対策特別措置法 

宇都宮市新型インフルエンザ等対策地域連絡協議会設置要綱 

保健予防課 

感染症予防グループ

《実 績》 

① 感染症患者接触者等の健康診断の勧告（又は措置）及び病原菌検索（第１７条関係） 

 
細菌性

赤痢 
O157 O26 O165 O145 0111 腸ﾁﾌｽ ﾊﾟﾗﾁﾌｽ 計 

平成22年度 0 37 0 0 3 0 3 0 43 

平成23年度 0 41 3 0 0 0 0 0 44 

平成24年度 4 7 4 0 0 0 0 0 15 

平成25年度 0 5 0 3 0 0 0 0 8 
平成26年度 5 25 1 0 0 4 0 0 35 

 

②  感染症患者の入院の勧告又は措置（第１９条関係） 

 勧告数 疾病名 

平成22年度 ０  

平成23年度 ０  

平成24年度      ０  

平成25年度    ０  

平成26年度    ０  

 

  ③ 感染症患者の移送（第21条関係） 

・ 平成２１年６月 新型インフルエンザ患者の移送 １件 
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④ 浸水地域の防疫の実施（第２７条関係） 

 消毒箇所数 方法等 

平成22年度 ０  

平成23年度 ６ 消毒薬を配布 

平成24年度 ５ 業者委託：４箇所 職員対応：１箇所 

平成25年度 ４ 業者委託：３箇所 職員対応：１箇所 

平成26年度 １４ 業者委託：４箇所 職員対応：１０箇所 

 

  ⑤ 感染性胃腸炎集団発生事例対応 

社会福祉施設等の長は，「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告

について」（平成１７年２月２２日付け健発第０２２２００２号健康局長等

通知）に基づき，次のいずれかの場合，施設等所管課及び保健所に対し報告す

ることとなっている。 

ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑わ

れる死亡者又は重篤患者が１週間内に２名以上発生した場合 

イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者

が※１０名以上又は全利用者の半数以上発生した場合 

ウ ア及びイに該当しない場合であっても，通常の発生動向を上回る感染症

等の発生が疑われ，特に施設長が報告を必要と認めた場合 

 ※１０名以上については平成２０年１２月１５日付け保健所長名通知で１日に５名以上に変更 

 

≪集団発生報告数≫ 

  
施設数 内訳 

発症者数（人） 

入所者等 職員 計 

平成22年度 12 

高齢者施設 6 61 27 88 241

児童福祉施設 5 121 12 133 

障がい者施設 1 19 1 20 

平成23年度 14 

高齢者施設 1 10 3 13 412

児童福祉施設 12 361 21 382 

小学校 1 16 1 17 

平成24年度 13 

高齢者施設 5 81 22 103 300

児童福祉施設 6 140 10 150 

障がい者施設 1 16 5 21 

小学校 1 24 2 26 

平成25年度 22 

高齢者施設 4 48 6 54 339

児童福祉施設 13 177 15 192 

幼稚園 1 17 0 17 

小学校 4 75 1 76 

平成26年度 8  

高齢者施設 0 0 0 0 183

児童福祉施設 3 42 3 45 

幼稚園 1 47 0 47 

小学校 4 90 1 91 
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⑥ 新型インフルエンザ対策 

ア 地域連絡協議会（旧「連絡会議」）の開催 

   

市域における新型インフルエンザへの対応体制を整備するため，関係機関との協議会

を開催（平成２４年度「新型インフルエンザ連絡会議」より移行） 
 

（ア） 地域連絡協議会の構成 

区 分 所 属 

委 員

宇都宮市医師会 

会長 

高看学校担当理事（感染症・救急対策担当） 

宇医保健事業団夜間休日診部担当理事 

宇都宮市薬剤師会 代表理事 

感染症指定医療機関 ＮＨＯ栃木医療センター 副院長 

警察署 

宇都宮中央警察署 警備課長 

宇都宮東警察署 警備課長 

宇都宮南警察署 警備課長 

消防本部 宇都宮市消防本部 警防課長 

宇都宮市教育委員会 学校健康課長 

栃木県 健康増進課 課長補佐 

宇都宮市 保健所長 

事務局 宇都宮市 

保健所副所長 

保健所保健医療監 

保健予防課長 

保健予防課 課長補佐 

保健予防課感染症予防グループ係長及び担当者 
 

（イ） 開催実績 

開催回数 

平成２２年度 ５

平成２３年度 １

平成２４年度  ２ ※連絡会議1，地域連絡協議会１ 

平成２５年度  １  

平成２６年度  １  

 

イ 行動計画等の策定 

  平成１８年１月 行動計画初版策定 

  平成１９年１月 行動計画一部改定（第２版：国計画の改定に伴う改定） 

  平成２０年１月 行動計画一部改定（第３版：同上），対応マニュアル初版策定 

  平成２２年８月 行動計画一部改定（第４版：同上） 

  平成２６年３月 行動計画策定（特措法施行及び国・県計画の全面改定に伴う全面改定） 

  平成２７年３月 マニュアル策定（新行動計画の策定に伴う策定） 
 

  ※国・県の動向 

   平成２３年 ９月 国の行動計画改定 

   平成２４年 ３月 県の行動計画改定 

         ５月 新型インフルエンザ対策等特別措置法成立 

   平成２５年 ４月 新型インフルエンザ等対策特別措置法施行 

         ６月 国の行動計画及びガイドライン策定（全面改定） 

１１月 県の行動計画策定（全面改定） 

      平成２６年 ３月 県のガイドライン策定（新行動計画の策定に伴う策定） 
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（４）感染症診査協議会（感染症担当分科会）の開催 

（平成11年度開始 平成27年度予算：91千円 市単独） 

【事業の目的・内容】 

一類・二類の感染症患者（結核を除く）が発生し，勧告（措置）入院した場合，感染症

の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づき，入院勧告による入院の延長

に関する必要な事項について診査する。 

 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第24条 

宇都宮市保健所条例 

保健予防課 

感染症予防グループ

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）エイズ・性感染症の予防普及啓発 

（平成8年度開始 平成27年度予算：597千円 国1/2,市1/2） 

【事業の目的・内容】 

平成１９年（２００７年）以降，日本のＨＩＶ感染者・エイズ患者新規報告数は，年間約  

１，５００人である。これは，１日に約４人がＨＩＶウイルスに感染またはエイズを発病して

いるという状況を示す。また，そのうち約３割の人が，エイズと診断されるまで自分がＨＩＶ

ウイルスに感染していることを知らない状況である。ＨＩＶ感染を他人事と捉え，検査の必要

性を感じていない人が多い。また，性情報の氾らんや規範意識の低下、性意識の多様化など

により，性感染症の患者も増加している。 

エイズを含む性感染症は，早期発見，早期治療が重要である。また，感染を早期に知ること

は，感染拡大を抑えるのにも有効である。 

このようなことから，市民がエイズ・性感染症に関する正しい知識を持ち，性に関する適

切な意志決定や行動選択ができる能力を養うため，予防教育や検査・相談体制の充実，関係

機関とのネットワーク強化を行い，エイズ・性感染症のまん延防止を図る。また，正しい知

識の普及により，社会におけるエイズ等への偏見・差別をなくす。 

 

 

 

 

 開催回数 内 容 

平成22年度 ０  

平成23年度 ０  

平成24年度  ０  

平成25年度 ０  

平成26年度 ０  
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根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針 

性感染症に関する特定感染症予防指針 

保健予防課感染症予防グループ

《実績》 

① 正しい知識の普及啓発 

ア 啓発活動の充実 

(ア) 小中学校，高校等における健康教育の実施      

事    業    名 期        間 実施場所・参加者数 

エ
イ
ズ
予
防
教
育
出
前
講
座 

中学校 

平成26年 7月11日 文星芸術大学付属中学校  3年生  35人 

平成26年11月 5日 晃陽中学校          3年生  58人 

平成26年11月13日 国本中学校          3年生 129人 

平成26年11月20日 陽西中学校        2年生 223人 

平成26年11月26日 一条中学校        2年生 147人 

平成26年12月11日 上河内中学校       3年生   73人 

高等学校 

平成26年 7月 3日 
宇都宮海星女子学院高等学校 

3年生 206人 

平成26年 7月10日 
栃木県立宇都宮工業高等学校 定時制  

全校生 103人 

平成26年 7月16日 
栃木県立宇都宮商業高等学校 定時制  

1・2年生 70人 

平成26年12月 9日 
栃木県立宇都宮白楊高等学校 

1年生 277人 

大学 

専門学校等 

平成26年 4月10日 帝京大学         1年生 357人 

平成26年 7月 8日 宇都宮日建工科専門学校   2年生 19人 

平成26年 7月14日 宇都宮大学国際学部      1年生 109人 

 

(イ) 市広報紙への掲載（ＨＩＶ検査普及週間，世界エイズデー） 

 

(ウ) 職場，学校等で行うエイズ教育への支援（エイズ図書・パネルの貸出，パンフレ

ット等啓発資料の配布） 

 

(エ) パネル展示（通年） 

 

 

実施内容 貸し出し先・配布先 実施回数・配布数等 

図書，ビデオパネル等 

教材の貸し出し 
小学校・中学校・大学等 随時 

パンフレット等啓発資料の 

配布 

食品衛生協会講習時 11回・1,864部 

小学校・中学校・大学等 1,522部 

保健所内常設コーナー 500部 
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イ ＨＩＶ検査普及週間（６月１日～７日）関連事業 

 ・休日即日検査の実施：平成２６年６月８日１０時～１１時３０分 受検者数 ２１人 

 

ウ 世界エイズデーキャンペーン関連事業の展開 

事    業    名 実  施  日 実施回数・配布数等 

Ｂ．Ｂ．Ｂａｌｌｏｎキャンペーン 

※後援のみ 
平成26年9月27日  

市内ＴＳＵＴＡＹＡ４店舗で 

パンフレット配布 

平成26年11月25日 

～12月 7日 

・4店舗 

・パンフレット 850部 

パネル等の展示 

パンフレット等の配布 

平成26年11月25日 

～12月 7日 

本庁・保健所２か所 

配布数 736部 

市広報紙掲載 平成26年12月 1日発行  

市ホームページへの掲載 
平成26年11月25日 

～12月 7日 

 

 

市役所等窓口での啓発 
平成26年11月25日 

～12月 7日 
本庁･出先機関 47か所 

中学校,高等学校,大学等への 

普及啓発 

平成26年11月25日 

～12月 7日 

中学31校 高校15校 

大学8校 

民間企業への普及啓発 
平成26年11月25日 

～12月 7日 
民間企業 7社 

医療機関への普及啓発 
平成26年11月25日 

～12月 7日 
婦人科・泌尿器科 65か所 

休日即日検査 平成26年12月 7日 受検者数  14人 

宮コン × 

Ｗｏｒｌｄ ＡＩＤＳ Ｄａｙ 
平成26年12月 7日 

来場者 500人 

・チラシ配布 

・コンドーム配布 

  

③  エイズ対策推進のためのマンパワーの養成事業 

ア 所内研修会の実施 

 

 

 

 

 

（６）エイズ・性感染症・ウイルス性肝炎の検査・相談 

  （平成8年度開始 平成27年度予算：3,481千円 国1/2，市1/2，県日曜ＨＩＶ分の1/2） 

 

【事業の目的・内容】 

エイズ，性感染症及びウイルス性肝炎について，検査・相談の充実を図り，感染の早期

発見，早期治療及び二次感染の防止を推進し，まん延防止を図ることを目的とする。 

また，検査・相談の機会に，相談者が性に関する適切な意志決定や行動選択ができる能

力を養えるよう，エイズ，性感染症及びウイルス性肝炎の正しい知識の普及啓発を行う。 

事    業    名 実 施 日 実施回数・配布数等 

エイズ対策従事者研修会 平成27年3月2日 
小・中・高等学校の養護 

教諭，保健師等  29人 
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ウイルス性肝炎については，平成１９年に，フィブリノゲン製剤による薬害肝炎の問題

を契機として，肝炎全般に対しての関心が高まった。 

 

《経過》 

時 期 内   容 

平成８年度～ ＨＩＶ抗体検査・相談事業を開始 

保健所：毎週水曜日（受付時間 午前９時から１０時） 

平成１０年度～ 日曜ＨＩＶ検査を県との共催事業として実施 

保健センター：毎月第４日曜日（受付時間 午後１時から４時） 

平成１２年８月～ 性器クラミジア抗体検査，梅毒検査を開始 

平成１３年５月～ 

１０月 

Ｃ型肝炎抗体検査を開始（ＨＩＶ抗体検査と同時希望の場合，無料

） 

平成１７年４月～ ＨＩＶ・梅毒検査について即日検査を開始（予約制１０人／回） 

ウイルス性肝炎検査について月１回の実施に変更(第２水曜日のみ) 

平成１８年度～ ＨＩＶ検査普及週間(６／１～７)の開始により，６月に夜間検査を

実施 

平成１９年度～ クラミジア抗原検査のモデル事業を実施 

ウイルス性肝炎検査の無料化  

７月 Ｂ型肝炎抗体検査を廃止し，抗原検査のみに変更 

平成２０年１月～ ウイルス性肝炎検査について，毎月第２･４水曜日，第４日曜日に

実施 

平成２１年４月～ クラミジア抗体検査から抗原検査へ変更 

平成２２年４月～ 日曜ＨＩＶ・性感染症・ウイルス性肝炎検査の受付時間を午後１時

から午後４時を午後１時から３時３０分に変更 

平成２４年１０月～ Ｃ型肝炎抗体検査試薬の製造中止に伴い，ウイルス性肝炎検査業務

を臨床検査機関に委託開始 

平成２５年４月～ ウイルス性肝炎検査について，毎週水曜日，第４日曜日に変更 

性器クラミジア検査の試薬の製造中止に伴い，性器クラミジア検査

業務を臨床検査機関に委託開始 

 

《実績》 

① ＨＩＶ・エイズに関する相談受付件数 （平成26年度：電話75件及び来所821件） 

 ＨＩＶ検査 一般的知識 感染機会 
治療 

（病院等）
その他 

平成２４年度  56 728 14 4 0 

平成２５年度  78 793 6 1 0 

平成２６年度  72 818 5 1 0 

 

 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針 

性感染症に関する特定感染症予防指針 

宇都宮市保健所条例 

保健予防課感染症予防グループ 
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②  ＨＩＶ検査件数 

 ＊（ ）は陽性者数・再掲 

 

③  クラミジア検査件数 

＊（ ）は陽性者数・再掲 

 

④  梅毒検査件数 

    年齢 

年度 
～1９ ２０～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～ 合  計

平成 
２４年度 

男 6   154(1) 182(3) 56(1) 49   447(5)

女 19   99   53   15   10   196   

計 25   253(1) 235(3) 71(1) 59   643(5)

平成 
２５年度 

男 13   174(4) 162(2) 61   58(1) 468(7)

女 14   126(1) 75   21   7(1) 243(2)

計 27   300(5) 237(2) 82   65(2) 711(9)

平成 
２６年度 

男 13   158(1) 174(1) 80(1) 60   485(3)

女 11   105   64   31(1) 11   222(1)

計 24   263(1) 238(1) 111(2) 71   707(4)

＊ （ ）は陽性者数・再掲 

 

 

 

    年齢 
年度 

～19 20～29 30～39 40～49 50～ 合  計

平成 
24年度 

男 6 167 204(2) 60 52 489(2)

女 21 105 58 15 13 212  

計 27 272 262(2) 75 65 701(2)

平成 
25年度 

男 14 187 181(1) 68 63 513(1)

女 15 144 81 24 8 272  

計 29 331 262(1) 92 71 785(1)

平成 
26年度 

男 15 182(1) 202(2) 96(1) 72 567(4)

女 13 119 72  35  11 250  

計 28 301(1) 274(2) 131(1) 83 817(4)

年齢 

年度 
～1９ ２０～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～ 合  計

平成 
２４年度 

男 7 103(4) 121(3) 45(1) 31 307(8)

女 14(1) 56(6) 37(2) 8(1) 8 123(10)

計 21(1) 159(10) 158(5) 53(2) 39 430(18)

平成 
２５年度 

男 13(4) 106(3) 95   39  33 286(7)

女 11(5) 82(6) 39(1) 14(2) 5 151(14)

計 24(9) 188(9) 134(1) 53(2) 38 437(21)

平成 
２６年度 

男 10 111(2) 121(2) 57  32(1) 331(5)

女 10 66(5) 31   13  8(2) 128(7)

計 20 177(7) 152(2) 70 40(3) 459(12)
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⑤ Ｂ型肝炎検査件数 

        年齢 

年度 
～1９ ２０～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～ 合 計 

平成 
２４年度 

男 2   25 38(1) 9 17   91(1)

女 1   23 20(1) 4 9   57(1)

計 3   48 58(2) 13 26   148(2)

平成 
２５年度 

男 6   35 56 18 13   128 

女 6   46(1) 32 11 5   100(1)

計 12   81(1) 88 29 18   228(1)

平成 
２６年度 

男 3   32 78(1) 26(1) 25   164(2)

女 3   31 31 13 10   88 

計 6   63 109(1) 39(1) 35   252(2)

＊（ ）は陽性者数・再掲 

 

⑥ Ｃ型肝炎検査件数 

         年齢 

年度 
～1９ ２０～２９ ３０～３９ ４０～４９ ５０～ 合 計 

平成 
２４年度 

男 1   22   36     9   15   83   

女 1   20   22   4   9    56   

計 2   42   58   13   24   139   

平成 
２５年度 

男 4   30   45   14   10(1) 103(1)

女 5   41   24   8      5   83   

計 9   71   69   22   15(1) 186(1)

平成 
２６年度 

男 1   21   55   21(1) 26   124(1)

女 3   27   27   15   10   82   

計 4   48   82   36(1) 36   206(1)

  ＊（ ）は陽性者数・再掲 

 

 

（７）風しん抗体検査・相談 

  （平成26年度開始 平成27年度予算：1,143千円 国1/2，市1/2） 

 

【事業の目的・内容】 

妊娠を希望する市民等が風しんに関する正しい知識を持ち，自ら風しん抗体の有無の状

況を認識する機会を提供し，必要に応じて相談や保健指導等を実施することにより，感染

に対する不安の軽減を図るとともに，抗体陰性者については予防接種の勧奨を行い，先天

性風しん症候群の発症を予防することを目的とする。 

 

 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

特定感染症検査等事業実施要綱 
保健予防課感染症予防グループ 
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《経過》 

時 期 内   容 

平成２６年度～ 

 

平成２７年３月 

６月から風しん抗体検査・相談事業を開始（県内統一して開始） 

保健所：毎週水曜日予約制（受付時間 午前１１時から１２時） 

休日風しん抗体検査 平成２７年３月８日（日）に実施 

 

《実績》 

風しん抗体検査件数 平成２６年６月～平成２７年３月） 

    年齢 
年度 

20～29 30～39 40～49 50～59 60～ 合  計

平成 
２６年度 

男 54(11) 80(23) 20(4) 1   1  156(38)

女 93(35) 115(28)  7  0   1(1) 216(64)

計 147(46) 195(51) 27(4) 1   2(1) 372(102)

 ＊（ ）は風しん抗体価8.0未満の数・再掲 

 

 

（８）結核発生動向調査事業 

（平成8年度開始 平成27年度予算：282千円 市単独） 

 ① 結核発生動向調査事業 

【事業の目的・内容】 

結核疾患の有効な予防対策を確立するため，患者情報などを国へオンライン入力により

報告する。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 第12条 

感染症発生動向調査事業実施要綱 

保健予防課感染症予防グループ 

 

 

 

ア 新登録患者数 

本市の結核罹患状況は，全国と比較すれば低い水準で推移しているものの，順調に減少

しつづけている状況ではない。 

平成２６年の新規登録患者数は４７人（潜在性結核感染症を除く）で，人口１０万人当

たりの罹患率は９.１となっている。また潜在性結核感染症の新規登録者は２７名である 

（潜在性結核感染症を除く） 

区  分 
平成２４年 平成２５年 平成２６年 

患者数 罹患率 患者数 罹患率 患者数 罹患率 

全   国 21,283 16.7 20,495 16.1 － －

栃 木 県 266 13.4 231 11.6 － －

宇 都 宮 市 51 9.9 48 9.3 47 9.1
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イ 年齢別新規登録者 

本市の年齢別新規登録者は，高齢者が半数以上を占めており，特に，７０歳以上が 

２８名（59.6％）と約半数を占めている。       （潜在性結核感染症を除く） 

 

年齢別 

平成２４年 平成２５年 平成２６年 

患者数 割合 患者数 割合 患者数 割合 

０～  ４ ０ 0.0% ０ 0.0% ０ 0.0%

５～  ９ ０ 0.0% ０ 0.0% ０ 0.0%

1０～1４ ０ 0.0% ０ 0.0% １ 2.1%

1５～1９ 1 2.0% ０ 0.0% ０ 0.0%

２０～２９ ４ 7.9% ５ 10.4% ０ 0.0%

３０～３９ ４ 7.9% ３ 6.3% ０ 0.0%

４０～４９ ３ 5.8% ４ 8.3% ４ 8.5%

５０～５９ １０ 19.6% ３ 6.3% ２ 4.3%

６０～６９ ５ 9.8% ５ 10.4% １２ 25.5%

７０～  ２４ 47.0% ２８ 58.3% ２８ 59.6%

総数 ５１ 100% ４８ 100% ４７ 100%

 

 

ウ 年末現在登録患者数 

本市の結核患者登録状況は平成２６年末現在１３５人(潜在性結核感染症を除く）である

。 

                        （潜在性結核感染症を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）年齢別年末現在登録者 

本市の年齢別年末現在登録者は年々減少している。その構成は新規登録者と同様，７０

歳以上が多くを占めている。 

平成２６年の７０歳以上の年末現在登録者は６０名（44.4％）で全体の半数近くを占め

ている。 

 

区 分 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

全   国 52,173人 49,814人 －

栃 木 県 591人 565人 －

宇 都 宮 市 154人 146人 135人
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（潜在性結核感染症を除く） 

 

年齢 

平成２４年 平成２５年 平成２６年 

患者数

(人) 
割合(%)

患者数

(人) 
割合(%)

患者数

(人) 
割合(%) 

０～４ ０ 0.0 ０ 0.0 0 0.0

５～９ １ 0.7 ０ 0.0 0 0.0

１０～１４ ０ 0.0 ０ 0.0 0 0.0

１５～１９ １ 0.7 １ 0.7 １ 0.7

２０～２９ １１ 7.1 １１ 7.6 ９ 6.7

３０～３９ ２０ 13.0 １７ 11.7 １１ 8.2

４０～４９ １２ 7.8 １４ 9.7 １３ 9.6

５０～５９ ２１ 13.6 １７ 11.7 １４ 10.4

６０～６９ ２３ 14.9 ２０ 13.8 ２７ 20.0

７０～ ６５ 42.2 ６６ 44.8 ６０ 44.4

総数 １５４ 100.0 １４６ 100.0 １３５ 100.0

 

② 結核登録票による患者管理 

【事業の目的・内容】 

結核患者が，適切な医療を受け，速やかに治癒し，社会生活に復帰することを支援する

とともに，患者家族等の接触者からの感染と発病を防止し，患者を早期に発見するため患

者管理を行っている。 

結核登録票により患者の登録を行い，必要に応じて保健師が訪問指導を行う。登録者で

医療を受けていない者の精密検査（管理検診）は，市長が適当と認められる医療機関を選

定しその医療機関に委託して行う。治療終了後，自主的に医療機関を受診している者につ

いては医療機関からの病状報告にて，病状を把握する。 

 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律 第53条の13 
保健予防課感染症予防グループ

 

《平成２６年実績》 

      管理検診対象件数(延べ) ２８０件 

      管理検診受診件数(延べ) ２０５件 内訳）管理検診  医療機関    １１９件 

                               保健所      １８件     

                                定期病状報告数  ６４件 

                                                          その他(読影等)    ４件 
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区 分 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

対 象 者 数 ２５４ ２８３ ２８０ 

受 診 者 数 1３６ １８４ ２０５ 

受診率(％) ５３．６ ６５．０ ７３．２ 

 

③ 普及啓発事業 

【事業の目的・内容】 

結核予防週間・世界結核デーを機に住民の結核に関する正しい知識を深めるとともに，官民

一体となった結核対策の推進に一丸となって取り組む気運を高めることを目的とする。 

（ア） 結核予防週間（9/22～9/26）関連事業 

・市役所１階市民ホール及び保健所ロビーでのパネル展示・知識啓発資料の配布 

・地域における保健福祉サービス提供の拠点（６拠点）での啓発資料の配布 

・広報紙への結核に関する情報の掲載 

・医療機関に対する，結核患者の届出・医療に関する情報提供 

（イ） 世界結核デー（３／２４）関連事業 

・広報紙への結核に関する情報の掲載 

 

（９）感染症診査協議会（結核担当分科会）の開催 

（平成8年度開始 平成27年度予算：1,560千円 市単独） 

【事業の目的・内容】 

保健所に設置されている感染症診査協議会結核担当分科会は，５人の委員で構成され，

感染症法に基づき宇都宮市内に居住する登録患者の就業制限と入院勧告の適正，並びに結

核医療費公費負担に係る医療の適正について診査する。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 第24条 

宇都宮市保健所条例 

宇都宮市感染症診査協議会規則 

保健予防課感染症予防グループ 

 

《実 績》 

①  開催回数 

 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

定期診査会 ２４ ２４ ２４ 

臨時診査会 ０ ０ ０ 
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② 結核患者入院勧告状況 

 

 

 

 

 

 

 

③ 結核医療公費負担の診査状況 

区 分 

申 請 者 数 診 査 合 格 承認患者数 

37条

の2 
37条 計 

37条

の2 
37条 計 

37条

の2 
37条 計 

平成２４年 123 70 193 122 70 192 122 70 192

平成２５年 112 65 177 107 65 172 107 65 172

平成２６年 113 69 182 113 69 182 113 69 182

 

（10）結核接触者健康診断 

（平成8年度開始 平成27年度予算：5,720千円 国1/2,市1/2） 

【事業の目的・内容】 

結核のまん延を防止するため必要があると認められるときは，結核にかかっていると疑

うに足りる正当な理由のある者に対し，①結核患者の接触者のうち感染者の有無を確認す

る②接触者のうち発病者を早期に発見する③感染源を追求することを目的として，結核接

触者健康診断を実施する。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 第17条 
保健予防課感染症予防グループ 

 

《実 績》 

接触者健康診断の実施数（延べ件数） 

区 分 平成２４年度平成２５年度平成２６年度 

胸部レントゲン検査 ６４４ ２８３ １８７ 

ツベルクリン反応検査 ６ １４ １５ 

IGRA検査 ４３６ ２６１ １６７ 

※ 保健所および委託医療機関実施分 

 

 

 

 

区 分 

前年末 

公費負担 

件  数 

新規件数 
公費負担打ち切り件数 年  末 

公費負担 

件  数 軽  快 死  亡 その他 

平成２４年 ５ ２２ １６ ４ ２ ５

平成２５年 ５ ２４ １８ ４ ２ ５

平成２６年 ５ ２１ １２ ６ ２ ６
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要精査者の結果 

区 分 平成２４年度平成２５年度平成２６年度 

結果 

要医療（患者） 1 1 1 

潜在性結核感染症 

治療開始 
1２ １１ ３ 

発病のおそれ 1 １ ５ 

 

(11) 結核医療費の公費負担（平成8年度開始 

平成27年度予算：17,059千円 37条：国3/4,市1/4，37条の2：国1/2，市1/2） 

【事業の目的・内容】 

感染症法に基づく入院患者および結核患者の医療費及び療養費を公費負担する。 

結核医療費は，法第1８条（就業制限）及び法第1９条，２０条（応急入院勧告，本入院

勧告）に基づく入院患者の医療費(法第３７条)と結核患者の医療費(法第３７条の２）に

ついて，公費負担制度が設けられている。 

《実 績》 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

支
払
基
金 

委
託
分 

37条の2

分 

件 数 393件 397件 297件

金 額 795,679円 716,079円 825,882円

37条分
件 数 43件 35件 38件

金 額 12,507,530円 8,821,285円 21,359,551円

国
保
連
委
託
分

37条の2

分 

件 数 471件 345件 394件

金 額 404,887円 276,697円 438,381円

37条分
件 数 40件 54件 46件

金 額 2,829,764円 3,042,517円 3,037,495円

合 

計 

37条の2

分 

件 数 864件 742件 691件

金 額 1,200,566円 992,776円 1,264,263円

37条分
件 数 83件 89件 84件

金 額 15,337,294円 11,863,802円 24,397,046円

 

 

（12）結核対策特別促進事業 

（平成8年度開始 平成27年度予算：388千円 国10/10） 

【事業の目的・内容】 

結核に関する特定感染症予防指針による結核に係る定期の健康診断及び予防接種法によ 

る結核に係る予防接種の着実な実施を図りつつ，地域住民等の自主的な協力と地域の実 

情に応じた重点的な結核対策事業の実施のもとに，効率的・効果的な予防措置を講ずるこ

とにより，結核対策の推進に資することを目的とする。 
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根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 53条の14，53条の15 

結核対策特別促進事業実施要網 

保健予防課感染症予防グループ 

 

《実 績》 

① 薬局ＤＯＴＳ事業 

  宇都宮市薬剤師会と契約を締結。 

 協力薬局数 薬局ＤＯＴＳ実施数 

平成２４年度 ２３か所  １０８ 

平成２５年度 ２７か所 １４８ 

平成２６年度 ２９か所 １０１ 

 

② 地域ＤＯＴＳ事業 

（ア）ＤＯＴＳカンファレンス 

国立病院機構宇都宮病院，足利赤十字病院にて実施した。 

結核患者に対し，退院後も確実に服用できるよう支援し，治療の完遂を図る。 

 

 

 

 

 

 

（イ）平成２６年度新規登録患者ＤＯＴＳ実施の状況 

訪問・面接等によるＤＯＴＳの頻度（件数） 

区 分 月1回 月1～2回 週1回 
週3回～

毎日 
合計 

平成２４年度 ５０ ７ ２ １ ６０ 

平成２５年度 ３４ ２ ３ ３ ４２ 

平成２６年度 ４１ ２ ５ ０ ４８ 

※ 平成２６年度は死亡者３名，入院中１３名は地域ＤＯＴＳ対象外。 

 

（13）結核定期健康診断 

（平成8年度開始 平成27年度予算：2,384千円 市単独） 

① 結核予防費の補助 

【事業の目的・内容】 

事業者，学校および施設の長は，それぞれの業務に従事する者，学校の学生･生徒･児童

又は，当該施設に収用されている者であって，政令で定める者に対し，政令で定める定期

において，定期の健康診断を行わなければならない。 

このため，私立学校の長が行う定期結核健康診断に係わる費用の一部を補助することに

区 分 開催回数 対象者 

平成２４年度 １２回 ３２名 

平成２５年度 １３回 ２６名 

平成２６年度 １１回 ２５名 
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より，結核の予防を図る。 

根  拠  法  令  等 主管課・グループ 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律 第53条の2～9，第58条の2～3，第60条 
保健予防課感染症予防グループ 

 

《実 績》 

ア 結核予防費の補助 

区  分 補助施設数 補助金額 

平成２４年度 ２４ 2,233,660円

平成２５年度 ２４ 2,356,219円

平成２６年度 ２４ 2,236,446円

 

② 結核検診 

    【事業の目的・内容】 

     結核の早期発見のため，1６歳以上の市民（学校・事業所等で検診を受けている人は除

く）に胸部Ｘ線直接撮影による定期健康診断を実施している。 

     本市では，昭和３３年から結核予防法に基づいて検診車による集団健診で開始した。

昭和６２年４月からは老人保健法の改正に伴い，４０歳以上の市民については肺がん検

診を併用している。 

 

   ア 結核検診実施状況（肺がん検診受診者を含む）※所管：健康増進課 

年度 対象者数(人) 受診者数(人) 受診率(％) 発見患者数(人)

平成２３年度 29,799 25,680 86.2 0

平成２４年度 102,878 27,961 27.2 0

平成２５年度 108,154 28,734 26.6 0

平成２６年度 112,731 30,346 26.9 1

        ※平成24年度から対象者数は地区別年齢別人口（3月末日現在住民基本台帳）から算出 
 

イ 定期健康診断実施状況（感染症法第53条の2に基づく定期の健康診断）（平成２６年度） 

区  分 対象者数 受診者数 受診率 間 接 直 接 

事 業 者         18,120 17,334 95.7% 6,995 10,339 

学 校 長          6,723 6,535 97.2% 6,273    262 

施 設 長          1,816 1,779 98.0%   984    795 

市（＝ア） 112,731 30,346 26.9%  30,346 

合  計 139,390 55,994 40.2% 14,252 41,742 

※報告分のみの集計 

      ※平成26年度より歯科診療所（事業者）に対し報告を求める通知を発送（対象者に含む）。 
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